
吸収合併に関する事前開示書面 

（会社法第 794 条第 1 項に定める事前備置書面） 

 当社は、2023 年２月 14 日付（吸収合併原始契約書）、2023 年３月 14 日付（吸

収合併変更契約書）で株式会社シーズライフとの間で 締結した合併契約書に基

づき、2023 年７月１日を効力発生日として、当社を吸収合併存続会社、株式会

社シーズライフを吸収合併消滅会社とする吸収合併（以下、「本吸収合併」とい

います）を行うことといたしました。 

本吸収合併に関し、会社法第 794 条第 1 項および会社法施行規則第 191 条に

定める当社の事前開示事項は以下のとおりです。 

2023 年５月 31 日 

チムニー株式会社 



目次 

１．吸収合併契約の内容 

２．合併対価の相当性に関する事項  

３．吸収合併消滅会社の新株予約権に関する事項 

４．吸収合併消滅会社の最終事業年度に係る計算書類等  

５．吸収合併消滅会社の最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処分、 重大な債 

 務の負担その他の会社財産の状況に重要な影響を与える事象 

６．吸収合併存続会社の最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処分、 重大な債 

 務の負担その他の会社財産の状況に重要な影響を与える事象  

７. 吸収合併が効力を生ずる日以後における吸収合併存続会社の債務の履行の見込み

 に関する事項 

  



１．吸収合併契約の内容  

 別紙１のとおり、2023 年２月 14 日付（吸収合併原始契約書）、2023 年３月 14 日付（吸

収合併変更契約書）で吸収合併契約を締結いたしました。  

２．合併対価の相当性に関する事項  

 完全親子会社間の合併につき、合併対価の交付は行いません。  

３．吸収合併消滅会社の新株予約権に関する事項  

 該当事項はありません。  

４．吸収合併消滅会社の最終事業年度に係る計算書類等  

 別紙２のとおりです。  

５．吸収合併消滅会社の最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処分、 重大な債務の

負担その他の会社財産の状況に重要な影響を与える事象 

 該当事項はありません。 

６．吸収合併存続会社の最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処分、 重大な債務の

負担その他の会社財産の状況に重要な影響を与える事象  

 該当事項はありません。 

７. 吸収合併が効力を生ずる日以後における吸収合併存続会社の債務の履行の見込みに関

する事項  

 本吸収合併効力発生日後の吸収合併存続会社の資産の額は、負債の額を充分に上回るこ

とが見込まれます。また、本吸収合併後の吸収合併存続会社の収益状況およびキャッシュ・

フローの状況について、吸収合併存続会社の債務の履行に支障を及ぼすような事態は、現

在のところ予測されておりません。 従って、本吸収合併後における吸収合併存続会社の債

務について履行の見込があると判断いたします。  

以上 



別紙１ 

吸収合併契約書 
 

  



 

 

吸収合併契約書 

チムニー株式会社（以下「甲」という。）、株式会社シーズライフ（以下「乙」という。）は、

以下のとおり吸収合併契約（以下「本契約」という。）を締結する。 

第 1 条（本合併） 

甲及び乙は、本契約の規定に従い、甲を吸収合併存続会社、乙を吸収合併消滅会社として

吸収合併（以下「本合併」という。）を行う。 

第２条（合併をする当事者の商号及び住所） 

本合併に係る吸収合併存続会社と吸収合併消滅会社の商号及び住所は、以下のとおりであ

る。 

（1） 吸収合併存続会社 

甲：商号 チムニー株式会社 

  住所 東京都墨田区亀沢一丁目１番 15 号 

（2） 吸収合併消滅会社 

乙：商号 株式会社シーズライフ 

          住所 東京都墨田区両国三丁目 22 番６号 

第３条（本合併の効力発生日） 

本合併がその効力を生ずる日（以下「効力発生日」という。）は、令和５年４月１日とする。

但し、甲及び乙は、本合併の手続進行上の必要性その他の事由により必要がある場合には、

協議の上、効力発生日を変更することができる。 

第４条（本合併に際して交付する金銭等） 

甲は、乙の発行済株式の全てを保有しているので、本合併に際して、乙の株主に対して、

乙の発行済株式に代わる金銭等の交付を行わない。 

第５条（合併の承認） 

１．甲は、会社法第 796 条第 2 項の規定に基づき、同法第 795 条第 1 項の株主総会決議に

よる本契約の承認を受けることなく本合併を行う。但し、会社法第 796 条第 3 項の規定に

より、本契約について甲の株主総会の決議による承認を受けることが必要となった場合に

は、甲は、効力発生日の前日までに、本契約について甲の株主総会の決議による承認を受

けるものとする。 

２．乙は、会社法第 784 条第 1 項本文の規定に基づき、同法第 783 条第 1 項の株主総会決

議による本契約の承認を受けることなく本合併を行う。 



第６条（会社財産の引継ぎ） 

甲は、効力発生日において、乙の資産及び負債並びにこれらに付随する全ての権利義務を

承継するものとする。 

第７条（会社財産の管理等） 

甲及び乙は、本契約締結後、効力発生日に至るまでの間、善良なる管理者の注意義務をも

って業務の運営及び財産の管理を行い、その財産又は権利義務に重大な影響を及ぼす行為

については、あらかじめ甲及び乙が協議し、合意の上、これを行う。 

第８条（合併条件の変更及び本契約の解除） 

本契約締結後、効力発生日に至るまでの間において、天変地異その他の事由により、甲若

しくは乙の資産状態若しくは経営状態に重大な変動が生じたときその他本合併の目的の達

成が困難となったときは、甲及び乙が協議の上、合併条件を変更し、又は本契約を解除す

ることができる。 

第９条（本契約の効力） 

本契約は、効力発生日の前日までに、第 5 条第 1 項但書に定める甲の株主総会が必要とな

った場合の甲の株主総会決議による承認が得られなかったとき又は本合併の実行のために

必要となる関係官庁の認可・許可・登録・承認等が得られなかったときは、その効力を失

うものとする。 

第 10 条（本契約に定めのない事項） 

本契約に定める事項のほか、本合併に関して必要な事項については、本契約の趣旨に従い、

甲及び乙が協議の上、これを決定する。 

本契約の成立を証するため本契約書１通を作成し、甲及び乙が記名押印の上、甲が原本を

保管し、乙が写し 1 通を保管する。 

令和５年２月 14 日 

甲：東京都墨田区亀沢一丁目１番 15 号 

チムニー株式会社 

代表取締役 茨田篤司   印 

乙：東京都墨田区両国三丁目 22 番６号 

株式会社シーズライフ 

  代表取締役 江口友幸   印 



 

変更契約書 

チムニー株式会社（以下「甲」という。）、株式会社シーズライフ（以下「乙」という。）は、

甲乙間の令和 5 年 2 月 14 日付吸収合併契約（以下「原契約」という。）の変更について、

以下の通り変更契約（以下「本変更契約」という。）を締結する。なお、本変更契約に用い

られる用語は、本変更契約中に別途定義される場合を除き、原契約における意味と同一の

意味を有する。 

第１条 （原契約の変更） 

１． 原契約第 3 条を以下のとおり変更する（下線部は変更箇所を示す。）。 

【変更前】 

本合併がその効力を生ずる日（以下「効力発生日」という。）は、令和５年４月１日と

する。但し、甲及び乙は、本合併の手続進行上の必要性その他の事由により必要がある

場合には、協議の上、効力発生日を変更することができる。 

 

【変更後】 

本合併がその効力を生ずる日（以下「効力発生日」という。）は、令和５年７月１日と

する。但し、甲及び乙は、本合併の手続進行上の必要性その他の事由により必要がある

場合には、協議の上、効力発生日を変更することができる。 

 

２． 原契約第 5 条第 1 項を以下のとおり変更する（下線部は変更箇所を示す。）。 

【変更前】 

甲は、会社法第 796 条第 2 項の規定に基づき、同法第 795 条第 1 項の株主総会決議に

よる本契約の承認を受けることなく本合併を行う。但し、会社法第 796 条第 3 項の規

定により、本契約について甲の株主総会の決議による承認を受けることが必要となった

場合には、甲は、効力発生日の前日までに、本契約について甲の株主総会の決議による

承認を受けるものとする。 

 

【変更後】（下線部は変更箇所を示す。） 

甲は、令和 5 年 6 月下旬に株主総会を開催し、本契約の承認及び必要な事項の決議を

行う。但し、本合併手続きの進行に応じて必要があるときには、甲乙協議の上、この日

程を変更することができる。 

  



３．  原契約第 9 条を以下のとおり変更する（下線部は変更箇所を示す。）。 

【変更前】 

本契約は、効力発生日の前日までに、第 5 条第 1 項但書に定める甲の株主総会が必要

となった場合の甲の株主総会決議による承認が得られなかったとき又は本合併の実行

のために必要となる関係官庁の認可・許可・登録・承認等が得られなかったときは、そ

の効力を失うものとする。 

 

【変更後】 

本契約は、効力発生日の前日までに、第 5 条第 1 項に定める甲の株主総会決議による

承認が得られなかったとき又は本合併の実行のために必要となる関係官庁の認可・許

可・登録・承認等が得られなかったときは、その効力を失うものとする。 

 

第２条 （原契約のその他の条項の存続） 

本変更契約第 1 条にて変更された条項を除き、原契約の各条項は本変更契約締結後も効力

を有する。 

本変更契約の成立を証するため本契約書１通を作成し、甲及び乙が記名押印の上、甲が原

本を保管し、乙が写し 1 通を保管する。 

令和５年３月 14 日 

甲：東京都墨田区亀沢一丁目１番 15 号 

チムニー株式会社 

代表取締役 茨田篤司   印 

乙：東京都墨田区両国三丁目 22 番６号 

株式会社シーズライフ 

  代表取締役 江口友幸   印 

 

 

 

 

  



別紙２ 

株式会社シーズライフ計算書類 
 

 




















